　　　　　　　　　　　　　　　　　　
















【参考１】　府広報活動の実態や取り巻く環境









【参考２】広報活動の課題と全体像















３　Ｗｅｂサイト等のあり方





２　メルマガのあり方





１　府政だよりのあり方








○　府政情報室が府広報の司令塔の役割を担い、全庁のフィルター・コーディネート機能を発揮。府庁全体で広報業務を円滑に遂行する「広報一元化」の取組を進めていく。





各部との相談、指導、助言を遂行する府政情報室の組織体制の整備


民間人材を含む体制で各部とのパイプを整備、庁内外とのコラボレーションを展開。


＊ 民間人材5名配置（H22.4～）、広報広聴Ｇ員（民間人材含む）21名による部担制導入（H22.5～）





庁内連携のルール整備、ノウハウ共有


よりわかりやすく親しみのある広報活動を全庁で統一的に展開するため、ルールや基準を定めたマニュアルの整備や、職員のスキルアップとノウハウ共有のための研修の実施など各部の支援に努める。


　　＊「広報担当職員のための広報活動マニュアル」策定（H22.5、H22.9改訂）


「府Ｗｅｂサイト管理の手引き」策定（H22.9）、広報セミナーの開催（H21～、年3回）





庁内情報を収集、発信するシステム整備


　　広報すべき事業を把握するとともに、的確な広報時期や媒体等を選択できるよう、庁内の情報を一元的に収集する。


＊ 広報事項入力システム整備（H22.9～、整備中）、チラシ等配付先情報集約（H22.9～、検討中）


　　　＊ 当初予算要求における広報関連予算の精査（H21.11～政策的経費のみ、H23当初予算の取扱い調整中）





　④　広報活動のＰＤＣＡサイクルの検証


　　　Ｑネット等定期的なアンケート実施、民間の専門家等有識者の意見聴取などを通じて、戦略的広報活動の検証を行う。





　　　


　　　























○　広報する内容に応じた媒体の使い分け、各部広報活動との連携、Ｗｅｂサイトへの誘導を行うため、これまでの自主媒体の編集方針を見直す。








　・府内全体をカバーできる発信力を引き続き活用。広報項目によってメリハリをつけた取扱いや、Ｗｅｂサイトへの積極的な誘導を強化。一層効率的な編集を行い、経費を抑制するよう努める。


　


　





　・個々の府民に積極的にアプローチできる媒体の特性を活かし、府政のファン層、応援団を増やす目的に特化した編集を行う。


　・Ｗｅｂサイトへのフック役としての機能を最大限に活用、知事コラムや発行日にとらわれない、柔軟な配信スタイルを検討する。











　・一層府民がアクセスしやすく、情報を探しやすいＷｅｂサイトをめざして、トップページのコンテンツやデザイン、カテゴリの誘導などを見直すため、リニューアルを行う。


　・府政に興味や関心の薄い層を取り込めるような、役所らしくないコンテンツを発信するページを新たに作る。














３　民間タイアップの拡充








１　広報紙「府政だより」　年９回発行、５大紙折込、３１５万部





○　新聞購読者の動向


＊「府の推計人口」（統計課）


　　�
府内の世帯数�
５大紙配布部数�
カバー率�
�
平成１７年度（国調）�
３６５万世帯�
３４０万部�
９３％�
�
平成２２年度（H22.8＊）�
３８５万世帯�
３０７万部�
８０％�
�
増減�
+２０万世帯�
△３３万部�
△１３％�
�



　→世帯数の増加に反して新聞購読世帯は減少傾向　　　　　　　　　　





関電ＣＳフォーラム調査（回答20年度1402人、21年度1247人）





　　�
いつも読んでいる�
時々読んでいる�
合計�
�
平成２０年度（H21.1）�
４１．４％�
３３．９％�
７５．３％�
�
平成２１年度（H22.3）�
３５．９％�
３７．３％�
７３．２％�
�
増減�
△５．５％�
＋３．４％�
△２．１％�
�



　→閲読率は約７割で安定（ただし、約３割は読んでいない）


　


　よく読む内容


　　�
講座等のお知らせ�
募集・手続き�
特集記事�
�
平成２０年度（H21.1）�
７７．６％�
４０．９％�
２３．２％�
�
平成２１年度（H22.3）�
８４．３％�
４２．８％�
１５．７％�
�



→訴えたいテーマほど、府民には読まれていない




















４　広報一元化の推進




















２　自主媒体の再構築











【府政情報室の広報活動の現状】


・①から④まで、まんべんなく


・各部の希望を優先して、自主媒体で取り上げ


　
































広報の目的














【事業広報】


府民の権利や義務に関わる広報


事業や施策のＰＲ広報











　・広報案件の数が多い


　・各部から必ずエントリーがある











【政策広報】


府民にとって重要課題の広報


府政の政策広報











　・広報案件の数は限られる


　・各部が広報活動を放置している場合がある

















２　ＨＰ「府公式Ｗｅｂサイト」　約４万９千ページ、６５万アクセス／月





○　インターネット利用者


＊総務省「通信利用動向調査」（パソコン、モバイル端末、ゲーム機・ＴＶ等からの利用者）


　　�
利用者数�
人口普及率�
6～12歳�
20～29歳�
40～49歳�
60～64歳�
�
平成１７年度�
8529万人�
71％�
66％�
95％�
91％�
55％�
�
平成２１年度�
9408万人�
78％�
69％�
97％�
95％�
72％�
�
増減�
+879万人�
+7％�
+3％�
+2％�
+4％�
+17％�
�



　→20歳から49歳では90％以上が利用　60歳以上の利用者は急増





○　府ホームページの閲覧者の状況


・アクセス数（月間）


�
H17�
H18�
H19�
H20�
H21�
H22.4～7�
�
トップページ�
３２万�
３６万�
４１万�
５２万�
６５万�
６５万�
�



・Ｑネットアンケート（回答1365人）


�
ほぼ毎日利用�
週1～2回�
月1～2回�
年数回�
�
平成２１年度（H21.10）�
２％�
６％�
２２％�
３６％�
�



　→府政モニターでさえ、めったにアクセスしていない（府民の利用は極めて低いと推定）
































○　年間を通じて重点的に広報活動に取り組むテーマを選定。





○　府政情報室の自主媒体と各部の広報活動、外部とのタイアップなど、すべてを一体的に展開。





○　一定期間集中して広報したり、長期間計画的に連続して広報するなど、より効果的、効率的な広報活動をめざす。














社会貢献活動に意欲のある民間企業等と協働することにより、広報機会の拡充を図るとともに、役所のルートのみでは


届きにくいターゲットに向けた広報活動を展開する。





情報発信タイアップ　　　　　　外部媒体（情報誌や映像ビジョン）の「枠」を確保する。





広報物の配架協力タイアップ　　スーパーやコンビニなど集客施設における広報物の配架協力先企業を開拓する。





個別タイアップ　　　　　　　　各部のニーズに応じ、映画等のチラシ、ポスターさらにはイベントやグッズの協働制　　　　　　　


作などを企画する。　　　　　　　





　　　　などを企画する。











１　重点テーマ広報の展開













































































３　メルマガ「維新通信」　年５０回発行、登録者数２万３千人





○　関電ＣＳフォーラム調査（21年度1247人）





　　�
知っている�
知らない�
�
知っているか�
３３．８%�
６６．２％�
�



　　�
長い�
面白くない�
�
読まない理由�
３９．６%�
３７．７％�
�



　いつも読む、ときどき読む人への質問


　　�
知事コラム�
府政トピックス�
プレゼント�
�
よく読むコーナー�
７２．８%�
４６．１％�
４０．３％�
�



→府政のコアなファン層へダイレクトにＰＲできるツールだが、内容の見直しや購読者拡大方策の検討が必要





４　動画「ムービーニュース」　配信数１４６本（H21）





○　再生回数（H21.2～H22.8）


Yahoo！動画�
８．１万回�
�
YouTube�
２４．４万回�
�



→Ｗｅｂの有効なコンテンツである動画だが、再生利用数を増大させるためのさらなる工夫が必要






































府政情報室の役割不明確











































































































具体的方策





①　府民が知りたいことを、きっちりと知らせる広報


②　府民の心に届き、しっかりと浸透する広報


③　これまでの行政広報ではない、脱お役所感覚の広報









































単発・バラバラ広報











これまでと今後の広報活動の姿（イメージ）








５　府の広報活動に対する評価


〔Yahoo！リサーチ　府民アンケート結果


（平成22年4月実施、回答1000人）〕





大阪府の広報活動は評価できる　２４％　（そう思わない　３２％）



































　














媒体ごとの目的が不明瞭
























































広報する案件




















〔府政情報室以外の広報〕


５　各部の実施する広報活動


　　広報物の制作・配布、イベントの実施














〔新たな媒体〕


４　民間タイアップ（H21～）


　外部媒体への情報提供


　広報物の協働制作　　　等























１　紙媒体


広報紙「府政だより」（S44～）


【廃止済み】グラフ紙（～H7）


　　【廃止済み】府紹介誌（～H19）


２　電波媒体（～H20）


【廃止済み】テレビ番組


【廃止済み】ラジオ番組（外国語放送含む）


３　ネット媒体


　　Ｗｅｂサイト（H8～）、


メルマガ（H15～）


動画ニュース（H20～）




















　


　











（参考）広聴事業


　　府政学習会（H21～）


【休止】知事対話（～H20）


【廃止済み】子ども議会（～H19）


　　








１　従来型広報事業の限界


・一方通行的、アリバイ型広報、ありがちな広報（役所チック、平板）


・主力の自主媒体は、「府政だより」「公式Ｗｅｂサイト」のみ（予算の大半→府政だより発行経費２億円、ＨＰ管理経費２千万円）


・紙媒体の縮小や電波系媒体の廃止により、府自らプッシュできる媒体が限定





２　媒体ごとの目的が不明瞭


・府政だより、府Ｗｅｂサイト、メルマガのいずれも上記類型の広報が混在、広報する内容に応じた使い分けをしていない





３　単発・バラバラ広報


・綿密な広報計画が存在せず、スケジュール管理やシリーズ化などがない。


・自主媒体と各部独自の広報活動（イベント、広報物制作）との連携がない


・広報しっぱなしで、効果検証を行っていない


　


４　府政情報室の役割不明確


・府政情報室と各部局の広報活動が、役割分担不明確で連携が不十分


・府政情報室のめざすべき役割（司令塔役ｏｒ広告代理店機能）の見極め














府の広報媒体





１　府政情報室の自主媒体と各部の広報活動の適切な連携と役割分担


２　広報する内容に応じた自主媒体の編集方針の見直し


３　民間企業等とのタイアップ広報の拡充


４　庁内の広報一元化の推進





取組の４つの方向性





見直しの３つの視点

















②　事業や施策のＰＲ広報








③府民にとって重要課題の広報








④　府政の政策広報





①　権利や義務に関わるお知らせ広報














濃い


少数






































薄い


多数


























現状の課題











従来型広報事業の限界























【今後の方向性】


・ネタごとに強弱をつけて


・ツールを選択、使い分け


　・スケジュール管理し、計画的な広報の実施


　





現状の広報活動の課題

















・府はすべての情報を、府民に届けたい。


・府民の興味も事業告知案件などに偏っている。　　　　　　　　　


・府の広報ツールは、必ずしもターゲットに届くとは限らない。








・府民が求める情報と府が訴えたい情報は必ずしも合致しておらず、また広報媒体とターゲットのミスマッチも存在している。














課題








�
類型�
広報する内容�
事例�
�
①�
権利義務広報�
府民の権利や義務に関するもので、


府民に必ず知らせなければならない広報�
・法律や条例、制度改正等の告知�
�
②�
事業広報�
募集や参加を呼び掛けるなど、


府の事業の実施に必要な広報�
・事業やイベントのＰＲ�
�
③�
府民に重要な広報�
府民に対し、府政の課題に関して、


何らかの行動や協力を促すために行う広報�
・児童虐待防止、救急医療等�
�
④�
府政のアピール広報�
府の重要な政策課題で、府の活動を


評価してもらうために行う広報�
・財政再建、国への要望等


（イメージアップ）�
�







































今後の戦略的広報活動のあり方（案）





府政の広報








広報・広聴・情報公開の連携





府民との垣根をなくすための戦略的広報





・府政情報を必要としている府民に確実に届ける


・府政の活動をしっかりと府民にアピールする


・府民にアクションを起こしてもらう


⇒可能な限り効果的・効率的に実施する必要




















